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税務情報 

2025年度税制改正 － 国税庁からの公表情報 

1. 防衛特別法人税に関するパンフレット及び申告書様式の公表

2025 年度税制改正では、日本の防衛力の抜本的な強化を行うために安定的な財
源を確保する観点から、法人税に係る措置として防衛特別法人税が創設されま
した（*1）。 

防衛特別法人税の納税義務者である各事業年度の所得に対する法人税を課され
る法人は、2026 年 4 月 1 日以後に開始する各事業年度において、基準法人税額
（所得税額控除などの一定の税額控除を適用しないで計算した法人税額）から
年 500 万円の基礎控除額を控除した金額（以下、「課税標準法人税額」）に対し
て、4％の税率を乗じて計算した金額を、防衛特別法人税として申告し、納付す
ることが必要となります。 

これを受け、国税庁は 5 月 30 日、防衛特別法人税に関する以下のパンフレット
と申告書様式を公表しました。 

 防衛特別法人税が創設されました（PDF 1,597KB）

このパンフレットは、防衛特別法人税の概要をまとめたもので、留意点として、
所得金額が欠損等の理由により基準法人税額が 0 となる場合や基礎控除額の控
除により課税標準法人税額が 0 となる場合であっても、防衛特別法人税の申告
書を提出する必要がある点が示されています。 

 防衛特別法人税の申告書様式（PDF 799KB）

防衛特別法人税の申告書は、法人税及び地方法人税の申告書と一体の様式とな
ることが明らかにされ、防衛特別法人税の申告に必要となる各種別表のサンプ
ルが掲載されています。

2. 「令和 7年度法人税関係法令の改正の概要」の公表

国税庁は 5 月 30 日、2025 年度税制改正における法人税関係の改正の概要をま
とめた以下の資料を公表しました。 

 令和 7 年度法人税関係法令の改正の概要

全 33 ページのこの資料では、法人税関係の改正内容が図表を用いて分かりやす
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くまとめられています。 

たとえば、2025 年度税制改正では、昨年 9 月に企業会計基準委員会から公表さ
れた新リース会計基準に対応するため、リース取引に係る税制上の取扱いの整
備が行われましたが、この資料では特にそのリース関連の改正内容を紹介する
ページが充実しています。 

3. 基礎控除の見直し等に関する Q&Aの公表

2025 年度税制改正により、所得税の基礎控除及び給与所得控除の見直し、特定
親族特別控除の創設並びに扶養親族等の所得要件の改正が行われました（*1）。こ
れらの改正は、原則として、2025 年 12 月 1 日に施行され、2025 年分以後の所
得税について適用されます。 

これを受け、国税庁は 4 月に上記改正の概要や源泉徴収事務に関する情報を集
約した「令和 7 年度税制改正による所得税の基礎控除の見直し等について」と
いうページを開設しましたが（*2）、5 月 30 日、このページに以下の Q＆A を追
加しました。 

 令和 7 年度税制改正（基礎控除の見直し等関係）Q&A（PDF 1,225KB）

この Q&A（全 36 問）は、上記改正のうち、2025 年 12 月に行う年末調整な
ど、2025 年 12 月以後の源泉徴収事務に関する事項を中心に取りまとめたもの
で、たとえば以下の解説が行われています。 

【1－4 改正の概要（源泉徴収税額表）】 

2025 年度税制改正における基礎控除及び給与所得控除の見直しにより、2026

年分以後の源泉徴収税額表が改正されたが、租税特別措置法の規定による基礎
控除の上乗せ特例（所得税法の規定による基礎控除額 58 万円に、37 万円、30

万円、10 万円又は 5 万円が加算される特例）（以下、「上乗せ特例」）について
は、2026 年分以後の源泉徴収税額表には織り込まれておらず、年末調整又は確
定申告の際に適用を受けることとなる。 

【3－7 特定親族特別控除の適用を受けられない場合】 

以下のように、特定親族特別控除の適用を受けられないことがある。 

 2 以上の居住者の特定親族に該当する親族は、いずれか一方の居住者の特定
親族にのみ該当するものとみなされる。

 居住者の特定親族に該当する親族が、他の居住者の配偶者特別控除の対象と
なる配偶者にも該当する場合には、その親族は、これらの居住者のうちいず
れか 1 人の特定親族又は配偶者特別控除の対象となる配偶者にのみ該当す
るものとみなされる。

 親族の双方がお互いに特定親族に該当する場合、本控除はいずれか一方にの
み適用される。

 本控除の適用を受けている居住者を特定親族として、他の居住者が本控除の
適用を受けることはできない。

https://www.nta.go.jp/users/gensen/2025kiso/index.htm
https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen/0025005-051.pdf
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【7－5 非居住者の場合の基礎控除額】 

2025 年度税制改正による基礎控除の見直しのうち、上乗せ特例については、居
住者についてのみ適用されることとなっているため、2025 年中を通じて非居住
者となる者の基礎控除額については、上乗せ特例は適用されず、所得税法の規
定による基礎控除額 58 万円のみが適用されることとなる。 

（*1） 2025 年度税制改正の情報については、2024 年 12 月 26 日発行の KPMG 

Japan Tax Newsletter「2025 年度税制改正大綱」（PDF 658KB）及び
2025 年 3 月 6 日発行の KPMG Japan Tax Newsletter「2025 年度税制改
正法案 基礎控除の引上げに係る修正案」（PDF 247KB）をご参照くださ
い。 

（*2） 本ページの開設については、2025 年 4 月 28 日発行の KPMG Japan e-

Tax News No.330「国税庁からの公表情報 － 2025 年度税制改正関連情
報」（PDF 257KB）にてお知らせしています。 

https://assets.kpmg.com/content/dam/kpmg/jp/pdf/2024/jp-tax-newsletter-20241226.pdf
https://assets.kpmg.com/content/dam/kpmg/jp/pdf/2025/jp-tax-newsletter-20250306.pdf
https://assets.kpmg.com/content/dam/kpmg/jp/pdf/2025/jp-tax-newsletter-20250306.pdf
https://assets.kpmg.com/content/dam/kpmg/jp/pdf/2025/jp-e-taxnews-20250428.pdf
https://assets.kpmg.com/content/dam/kpmg/jp/pdf/2025/jp-e-taxnews-20250428.pdf
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